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STEP１-１ 基本情報
組合コード 22111
組合名称 日本通運健康保険組合
形態 単一
業種 運輸業

平成30年度見込み 令和元年度見込み 令和2年度見込み
被保険者数
* 平均年齢は
特例退職被保
険者を除く

55,318名
男性83.7%

（平均年齢46.0歳）*
女性16.3%

（平均年齢41.6歳）*

55,126名
男性83.2%

（平均年齢45.4歳）*
女性16.8%

（平均年齢41.7歳）*

-名
男性-%

（平均年齢-歳）*
女性-%

（平均年齢-歳）*
特例退職被保険
者数

0名 0名 -名

加入者数 108,546名 106,281名 -名
適用事業所数 154ヵ所 153ヵ所 -ヵ所
対象となる拠点
数

376ヵ所 381ヵ所 -ヵ所

保険料率
*調整を含む

101‰ 101‰ -‰

健康保険組合と事業主側の医療専門職
平成30年度見込み 令和元年度見込み 令和2年度見込み
常勤(人) 非常勤(人) 常勤(人) 非常勤(人) 常勤(人) 非常勤(人)

健保組合 顧問医 0 2 0 2 - -
保健師等 2 0 2 0 - -

事業主 産業医 0 158 0 158 - -
保健師等 206 0 204 0 - -

第2期における基礎数値
特定健康診査実施率
(特定健康診査実施者数÷
特定健康診査対象者数)

全体 42,525 ∕ 51,860 ＝ 82.0 ％
被保険者 36,927 ∕ 37,740 ＝ 97.8 ％
被扶養者 5,598 ∕ 14,120 ＝ 39.6 ％

特定保健指導実施率
(特定保健指導実施者数÷
特定保健指導対象者数)

全体 5,146 ∕ 9,356 ＝ 55.0 ％
被保険者 5,097 ∕ 8,913 ＝ 57.2 ％
被扶養者 49 ∕ 442 ＝ 11.1 ％

平成30年度見込み 令和元年度見込み 令和2年度見込み
予算額(千円) 被保険者一人

当たり金額（円） 予算額(千円) 被保険者一人
当たり金額（円） 予算額(千円) 被保険者一人

当たり金額（円）

保健事業費

特定健康診査事業費 118,900 2,149 117,990 2,140 - -
特定保健指導事業費 114,700 2,073 119,200 2,162 - -
保健指導宣伝費 37,900 685 60,810 1,103 - -
疾病予防費 569,000 10,286 747,410 13,558 - -
体育奨励費 0 0 0 0 - -
直営保養所費 117,800 2,130 108,850 1,975 - -
その他 3,500 63 1,500 27 - -
　
小計　…a 961,800 17,387 1,155,760 20,966 0 -
経常支出合計　…b 28,151,900 508,910 28,578,500 518,421 - -
a/b×100 （%） 3.42 4.04 -
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平成30年度見込み 令和元年度見込み

令和2年度見込み
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男性（被保険者）
平成30年度見込み 令和元年度見込み 令和2年度見込み
0〜4 0人 5〜9 0人 0〜4 0人 5〜9 0人 0〜4 -人 5〜9 -人
10〜14 0人 15〜19 362人 10〜14 0人 15〜19 250人 10〜14 -人 15〜19 -人
20〜24 1,528

人 25〜29 2,493
人 20〜24 1,388

人 25〜29 2,412
人 20〜24 -人 25〜29 -人

30〜34 3,930
人 35〜39 5,145

人 30〜34 3,308
人 35〜39 4,608

人 30〜34 -人 35〜39 -人

40〜44 7,140
人 45〜49 8,803

人 40〜44 6,275
人 45〜49 8,281

人 40〜44 -人 45〜49 -人

50〜54 7,248
人 55〜59 5,543

人 50〜54 8,009
人 55〜59 6,193

人 50〜54 -人 55〜59 -人

60〜64 3,519
人 65〜69 1,191

人 60〜64 3,674
人 65〜69 1,302

人 60〜64 -人 65〜69 -人
70〜74 73人 70〜74 163人 70〜74 -人

女性（被保険者）
平成30年度見込み 令和元年度見込み 令和2年度見込み
0〜4 0人 5〜9 0人 0〜4 0人 5〜9 0人 0〜4 -人 5〜9 -人
10〜14 0人 15〜19 86人 10〜14 0人 15〜19 55人 10〜14 -人 15〜19 -人
20〜24 879人 25〜29 1,018

人 20〜24 830人 25〜29 994人 20〜24 -人 25〜29 -人

30〜34 1,067
人 35〜39 1,037

人 30〜34 1,021
人 35〜39 1,077

人 30〜34 -人 35〜39 -人

40〜44 1,329
人 45〜49 1,285

人 40〜44 1,229
人 45〜49 1,477

人 40〜44 -人 45〜49 -人

50〜54 923人 55〜59 710人 50〜54 1,072
人 55〜59 825人 50〜54 -人 55〜59 -人

60〜64 447人 65〜69 105人 60〜64 504人 65〜69 147人 60〜64 -人 65〜69 -人
70〜74 8人 70〜74 39人 70〜74 -人

男性（被扶養者）
平成30年度見込み 令和元年度見込み 令和2年度見込み
0〜4 2,996

人 5〜9 3,752
人 0〜4 2,706

人 5〜9 3,358
人 0〜4 -人 5〜9 -人

10〜14 4,251
人 15〜19 4,546

人 10〜14 4,050
人 15〜19 4,433

人 10〜14 -人 15〜19 -人

20〜24 1,923
人 25〜29 176人 20〜24 2,169

人 25〜29 184人 20〜24 -人 25〜29 -人
30〜34 68人 35〜39 16人 30〜34 56人 35〜39 17人 30〜34 -人 35〜39 -人
40〜44 3人 45〜49 8人 40〜44 4人 45〜49 7人 40〜44 -人 45〜49 -人
50〜54 6人 55〜59 8人 50〜54 13人 55〜59 6人 50〜54 -人 55〜59 -人
60〜64 11人 65〜69 11人 60〜64 9人 65〜69 9人 60〜64 -人 65〜69 -人
70〜74 33人 70〜74 24人 70〜74 -人

女性（被扶養者）
平成30年度見込み 令和元年度見込み 令和2年度見込み
0〜4 2,827

人 5〜9 3,537
人 0〜4 2,517

人 5〜9 3,240
人 0〜4 -人 5〜9 -人

10〜14 4,053
人 15〜19 4,359

人 10〜14 3,719
人 15〜19 4,235

人 10〜14 -人 15〜19 -人

20〜24 1,670
人 25〜29 708人 20〜24 2,040

人 25〜29 510人 20〜24 -人 25〜29 -人

30〜34 1,533
人 35〜39 2,490

人 30〜34 1,267
人 35〜39 2,138

人 30〜34 -人 35〜39 -人

40〜44 3,614
人 45〜49 4,111

人 40〜44 2,891
人 45〜49 3,865

人 40〜44 -人 45〜49 -人

50〜54 3,016
人 55〜59 2,225

人 50〜54 3,292
人 55〜59 2,309

人 50〜54 -人 55〜59 -人

60〜64 1,295
人 65〜69 536人 60〜64 1,294

人 65〜69 520人 60〜64 -人 65〜69 -人
70〜74 271人 70〜74 273人 70〜74 -人
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基本情報から見える特徴

大規模な健保組合（被保険者５万６千人、加入者数１１万人弱）である。
母体企業の被保険者が全体の７０％を占めている。
被保険者については、全体の８５％を男性が占めており、極めて男性の構成率が高い。
また５歳刻み年齢では男性４５歳超、女性４０歳超が最多と高齢化となってきている。
被扶養者についても、女性では４５歳超が最多となっている。
適用事業所、拠点数が多数あり、全国に分散している。
事業主が多数の専門職を雇用しており、衛生面に力を入れている。
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STEP１-２ 保健事業の実施状況
保健事業の整理から見える特徴
・特定健診における被扶養者の低調な実施率
・人間ドックや各種がん検診では、疾病の早期発見、早期治療のため受診率の向上が必要
・重症化予防対策の取り組み範囲を拡大する必要あり

事業の一覧
職場環境の整備
　疾病予防 　職場環境の整備
加入者への意識づけ
　保健指導宣伝 　加入者への意識づけ
個別の事業
　特定健康診査事業 　特定健診（被保険者）
　特定健康診査事業 　特定健診（被扶養者）
　特定保健指導事業 　特定保健指導
　保健指導宣伝 　機関誌発行
　保健指導宣伝 　こころとからだの健康相談
　保健指導宣伝 　衛生担当者会議
　保健指導宣伝 　保健指導員会議
　疾病予防 　人間ドック
　疾病予防 　各種がん検診
　疾病予防 　禁煙治療プログラム
　疾病予防 　重症化予防対策（高血糖）
　疾病予防 　重症化予防対策（高血圧）
　疾病予防 　インフルエンザ予防接種（費用補助）
　直営保養所 　直営保養所の運営
事業主の取組
　1 　定期健康診断
　2 　保健指導員による健康相談
　3 　日通体操
　4 　メンタルヘルス対策
　5 　生活習慣病対策
※事業は予算科目順に並び替えて表示されています。

5



職場環境の整備

疾
病
予
防

1 職場環境の整
備

【目的】健康づくり活動の支援
【概要】事業主と協働した職場環境の整備 被保険者 全て 男女

18
〜
74

全員 5,680

各計画を実施し、メンタル関係では追
加施策として、「こころノート」約６
，０００部を追加配布
こころとからだの健康相談：４，４２
８千円
こころノート：５１０千円
衛生教育費用補助：７４２千円

事業主とのコラボヘルスにより、各計
画を推進できたこと

職場環境整備には終わりがないので、
引き続きより健康的な職場づくりを進
めて行く

4

加入者への意識づけ
保
健
指
導
宣
伝

2 加入者への意
識づけ

【目的】健康意識の向上
【概要】システムの改修により特定支店単位のデータ分析
（細分化）を実施し、分析結果を情報提供する

被保険者 全て 男女
18
〜
74

全員 4,450
支店別データの分析が可能になるよう
細分化を実施し、各事業主に特性を認
識して貰った

外部業者（ＵＢＳ）へ委託し、細分化
を可能にしたこと。(グラフ化機能追加
）
衛生担当責任者会議を実施し、データ
結果の見方を説明した。

各支店での細分化されたデータに基づ
く独自の保健事業への活用は、今後の
課題

4

個別の事業
特
定
健
康
診
査
事
業

3 特定健診（被
保険者）

【目的】生活習慣病予防対策（特定健診受診率向上）
【概要】事業主が行う定期健康診断の結果を受領 被保険者 全て 男女

40
〜
74

全員 23,546
対象者：35,544名
受診者：34,556名
実施率：96.5%

・事業所、支店別のデータ収納率の掲
示
・低収納率事業所等への健保からのフ
ォロー
・データ管理委託会社との定例会議の
実施

定健非受診者の健診データの収集と健
康管理システムへの入力 4

3 特定健診（被
扶養者）

【目的】生活習慣病予防対策（特定健診の受診率向上）
【概要】健保連集合契約とけんぽ共同健診の併用による被
扶養者への特定健診の実施

被扶養者 全て 男女
40
〜
74

全員 49,394
対象者：14,302名
受診者：5,496名
実施率：38.4%

・自宅あてに案内冊子を送付
・特定健診に一般健診項目や婦人科検
診項目を加えて費用補助（婦人科検診
補助増額）

未受診者への受診勧奨の強化 2

特
定
保
健
指
導
事
業

4 特定保健指導
【目的】生活習慣病予防対策（特定保健指導の実施率向上
）
【概要】事業主雇用の保健指導員と外部委託業者の併用に
よる対象者への特定保健指導の実施

被保険者
被扶養者 全て 男女

40
〜
60

基準該
当者 104,286

被扶養者への特定保健指導を開始。
被保険者については、従来58歳までを
対象として実施していたが、60歳まで
に拡大。
対象者：9,280名
終了者：5,043名
終了率：54.3%

・保健指導員のレベルアップ
・外部委託業者の2社利用による比較
・被扶養者の開始
・被保険者の実施年齢拡大

・連続指導対象者のマンネリ化防止
・被扶養者の実施率の増大 4

保
健
指
導
宣
伝

5 機関誌発行
【目的】情報発信、健康意識の醸成
【概要】年5回（臨時号2回含む）発行し、健康情報、健保
財政等を案内

被保険者
被扶養者 全て 男女

0
〜
74

全員 15,072
・年5回発行
・発行部数：58,000部
(1回あたり）
・事業主経由の配布

・健保内の編集委員会を活発化し、タ
イムリーな情報提供に取り組んだ。
・健康増進に取り組む社員記事のシリ
ーズ化。

マンネリ化 4

6 こころとから
だの健康相談

【目的】メンタルヘルス対策等
【概要】外部委託業者を活用した電話相談 被保険者

被扶養者 全て 男女
0

〜
74

全員 4,428 こころの相談件数：395件
（対前同10%増加）

・事業主との連携
・機関誌やホームページへの案内掲載

利用頻度は年間で「こころ」「からだ
」計で７３０件程度であり、認知度の
アップ

4

1 衛生担当者会
議

【目的】各事業所の衛生担当者のレベルアップ、健保との
情報交換
【概要】下半期に健保職員が現地を訪問し開催

- - -
-

〜
- 全員 986 ・全国10ヵ所で実施（11月〜12月）

・衛生担当者185名参加
・支店単位のデータ分析結果の提供
・受動喫煙対策の情報交換
・重症化予防対策等への協力依頼

健保からの依頼事項の実践 4

1,4,5 保健指導員会
議

【目的】保健指導員のレベルアップ、健保と保健指導員の
情報交換
【概要】上半期に健保担当者が現地を訪問し開催

- - -
-

〜
- 全員 4,519

・開催は以下
　全国１１か所で開催（５月〜６月）
　保健指導員（医療専門職）１９０名
参加

・データヘルス計画の推進、特定保健
指導の実施率向上を中心とした会議運
営
・新規、見直し事業の説明、周知
・意見交換による情報共有・水平展開

出席者のレベル差が大きい 4

予
算
科
目

注1)
事業
分類

事業名 事業の目的および概要
対象者

事業費
(千円)

振り返り
注2)
評価資格 対象

事業所 性別 年
齢 対象者 実施状況・時期 成功・推進要因 課題及び阻害要因
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疾
病
予
防

3 人間ドック
【目的】疾病の早期発見、早期治療
【概要】35歳以上60歳までの5歳刻み節目年齢者への費用
補助（被保険者対象、健保70%負担）
平成27年度より脳検査（人間ドックのオプション）の費用
補助開始

被保険者 全て 男女
35
〜
60

全員 220,892

対象者：8,588名
実施者：6,045名
実施率：70.4%
（前同：70.0%）
（脳検査：受診者3,239名　受診率37.7
%）

・脳検査（人間ドックオプション）の
費用補助開始
・人間ドック事業のアウトソーシング
化
・上記による健診機関数の拡充、申請
手続きの簡素化

・脳検査対象年齢の拡大
・委託業者との連携強化 3

3 各種がん検診
【目的】がんの早期発見、早期治療
【概要】大腸がん検診、胃がん検診、婦人科検診への費用
補助

被保険者 全て 男女
20
〜
74

全員 74,208

・大腸がん検診受診率66.8%（前同：6
5.5%）
・胃がん検診受診率47.6%（前同：41.9
%）
・婦人科検診受診率30.2%（前同：14.0
%）

・機関誌やホームページにおける受診
案内
・胃がん検診の費用補助額増額（上限
：2,000円）
・婦人科検診の費用補助適用拡大（集
団検診）

・疾病予防に対する意識の向上 3

5 禁煙治療プロ
グラム

【目的】喫煙対策
【概要】医療機関利用による（禁煙外来）禁煙達成者への
費用補助（達成者自己負担分を健保補助）

被保険者 全て 男女
20
〜
74

全員 351
参加者：71名
禁煙達成者：17名
禁煙達成率：23.9%（前同：29.9%）
喫煙率（40歳以上被保険者）41.7%（
前同：42.2%）

・機関誌やホームページにおける受診
案内
・受付の通年化

・飲み薬（治療薬）の利用制限（意識
障害の副作用から安全面を考慮して使
用禁止としている。）

1

4 重症化予防対
策（高血糖）

【目的】高血糖者ハイリスク者への受診勧奨
【概要】統括産業医からの対象者への個別受診勧奨通知の
送付
（対象：HbA1c7.0%以上等、健保にて基準を選定）

被保険者 全て 男女
18
〜
74

基準該
当者 0

受診者：35,838名
合併症予防コントロール不良者数（Hb
A1c7.0%以上）：1,452名
上記不良率：4.05（前同：3.89%）

・健康管理センター長（統括産業医）
から対象者への個別受診勧奨通知の送
付
・健保と保健指導員との連携による管
理指導
・事業主との連携強化

・事業主と連携したコントロール不良
者への対応強化 3

4
重症化予防対
策（高血圧）

【目的】高血圧ハイリスク者の受診勧奨
【概要】統括産業医からの対象者への個別受診勧奨通知の
送付
（対象：Ⅲ度高血圧未受診者他）

被保険者 全て 男女
18
〜
74

基準該
当者 0

受診者：35,856名
Ⅲ度高血圧者：326名
Ⅲ度高血圧率：0.91%（前同：0.98%）

・健康管理センター長（統括産業医）
から対象者へ個別受診勧奨通知の送付
・健保と保健指導員との連携による対
象者の管理指導
・事業主との連携強化

・事業主と連携した連続対象者への対
応強化 3

3
インフルエン
ザ予防接種（
費用補助）

【目的】季節性感染症の予防
【概要】インフルエンザ予防接種への費用補助
（対象：被保険者　１人当たり１千円費用補助）

被保険者 全て 男女
18
〜
74

全員 20,007
対象者：54,481名
利用者：20,007名
実施率：36.7%（前同：32.9%）

・接種方法の拡充（従来の集団接種に
個別接種を追加）
・機関誌やホームページにおける接種
案内

疾病予防に対する意識の向上 3

直
営
保
養
所

8 直営保養所の
運営

【目的】加入者の健康増進、保養
【概要】箱根と熱海にて直営保養所を運営
　　　　（箱根保養所は28年12月より休業）

被保険者
被扶養者 全て 男女

0
〜（

上
限
な
し）

全員 134,366

箱根（利用者数）
1,603名（対前同+15.8%）
熱海（利用者数）
5,821名（対前同▲6.1%）
合計（利用者数）
7,581名（対前同▲7.0%

・好評な食事メニュー及び従業員の接
客態度
・アクセスの良さ（特に熱海）

・施設の老朽化への対応 3

注１) １．職場環境の整備  ２．加入者への意識づけ  ３．健康診査  ４．保健指導  ５．健康教育  ６．健康相談  ７．訪問指導  ８．その他
注２) １．39%以下  ２．40%以上  ３．60%以上  ４．80%以上  ５．100%

予
算
科
目

注1)
事業
分類

事業名 事業の目的および概要
対象者

事業費
(千円)

振り返り
注2)
評価資格 対象

事業所 性別 年
齢 対象者 実施状況・時期 成功・推進要因 課題及び阻害要因

7



事業主の取組

定期健康診断 安衛法に基づく健診 被保険者 男女

16
〜（

上
限
な
し）

各事業所や拠点単位で実施 衛生担当者と保健指導員の連携 会議室の確保等運営の煩雑さ 有

保健指導員による
健康相談

従業員の健康管理を目的として保健指導員が定期的に従業員全員に
対して健康相談を実施 被保険者 男女

16
〜（

上
限
な
し）

保健指導員が各事業所や拠点を訪問し、従業員
に対して健康相談を実施。
健診後の生活習慣指導や受診勧奨、メンタルヘ
ルスケア等を行う。

衛生担当者と保健指導員との連携 - 有

日通体操 健康の保持増進、事故災害の防止を目的として従業員が職場で日々
実施 被保険者 男女

16
〜（

上
限
な
し）

全国の職場において従業員が日々実施 職場体操として定着 - 無

メンタルヘルス対
策

ストレスチェックを実施し、予防対策を行う。
また、セルフケアとラインケアを行う 被保険者 男女

16
〜（

上
限
な
し）

ラインケアを行うための講習を各地で開催した
。 衛生管理方針として位置づけ、全社で実施する

こととしたこと - 有

生活習慣病対策 生活習慣病による損失を減少させる 被保険者 男女

16
〜（

上
限
な
し）

有所見者に対する保健指導・受診勧奨を行う。
特定保健指導の実施率を向上させる。
禁煙対策・受動喫煙対策を行う。

健保との連携で各種施策を行ったこと 喫煙率が高いこと 有

事業名 事業の目的および概要
対象者 振り返り 共同

実施資格 性別 年
齢 実施状況・時期 成功・推進要因 課題及び阻害要因

8



STEP１-３ 基本分析

登録済みファイル一覧
記号 ファイル画像 タイトル カテゴリ コメント

ア 特定健診受診率推移 特定健診分析 特定健診受診率推移（被扶養者用）

イ 特定保健指導実施率 特定保健指導分析 -

ウ 特定保健指導による指導レベルの変化 特定保健指導分析 -

エ 各種検診実施率 その他 -

オ 喫煙率推移 健康リスク分析 -

カ 重症化予防対策（高血圧） 健康リスク分析 -

9



キ 重症化予防対策（高血糖） 健康リスク分析 -

ク 被保険者の平均年齢の推移 加入者構成の分析 -

ケ 一人当たり医療費の推移 加入者構成の分析 -

コ 年齢階層別一人当たり医療費（被保険者） 加入者構成の分析 -

サ 後発医薬品利用 後発医薬品分析 -

シ リスクフローチャート（脳卒中・心筋梗塞） 健康リスク分析 -

ス 疾病分類別医療費 医療費・患者数分析 -

10



セ 高血圧・高血糖医療費比較（対健保連） 医療費・患者数分析 -

ソ リスクフローチャート（糖尿病） 健康リスク分析 -

タ 健康分布図 健康リスク分析 -

チ 判定区分別該当者割合 健康リスク分析 -

ツ 受診勧奨推移（高血糖） 健康リスク分析 高血糖受診勧奨推移

テ 受診勧奨推移（高血圧） 健康リスク分析 受診勧奨推移（高血圧）

ト 性年齢段階別医療費分析 医療費・患者数分析 呼吸器、循環器、新生物

11



ナ メンタル休業延日数 健康リスク分析 休業延日数

ニ 高血圧者（全年齢） 医療費・患者数分析 高血圧者が受診していない

ヌ 糖尿病医療費ピーク 医療費・患者数分析 ４０代前半より糖尿病の医療費が上昇し、５０代後半でピークを迎える

ネ 事業所別被扶養者特定健診受診結果 特定健診分析 -

12



特定健診実施率の推移
（被保険者・被扶養者別）

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

被保険者 91.8% 93.7% 93.5% 94.8% 95.2% 96.5% 被保険者 88.0%

被扶養者 27.9% 28.7% 31.5% 33.7% 34.4% 38.4% 被扶養者 43.2%

全体 71.8% 73.6% 74.6% 76.5% 77.5% 80.1% 全体 75.5%

*任意継続者を含む

平成28年度健保連平均を下回る

91.8% 93.7% 93.5% 94.8% 95.2% 96.5%

27.9% 28.7% 31.5% 33.7% 34.4%
38.4%

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

120.0%

平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度

被保険者

被扶養者
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2016年度血圧データ(被保険者全年齢）

Ⅲ度
高血圧

Ⅱ度
高血圧

Ⅲ・Ⅱ
合計

Ⅲ度
高血圧

Ⅱ度
高血圧

Ⅲ・Ⅱ
合計

Ⅲ度
高血圧

Ⅱ度
高血圧

Ⅲ・Ⅱ
合計

Ⅲ度
高血圧

Ⅱ度
高血圧

Ⅲ・Ⅱ
合計

50,945 18,625 36.56% 395 1,795 2,190 0.77% 3.52% 4.30% 252 1,234 1,486 63.80% 68.75% 67.79%

未受診者数 未受診者率
受診者数 有所見 有所見率

該当数 該当率
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STEP２ 健康課題の抽出
No. STEP1

対応項目 基本分析による現状把握から見える主な健康課題 対策の方向性 優先すべき
課題

1
被扶養者の特定健康診査受診率が低い  受診しやすいように、受診機関の拡充や、健診項目の充実を更に図る。

日通本体以外からは被保険者住所データを提供されていないため、他事
業主からも住所データを提供いただき、確実な受診案内の郵送配布と受
診勧奨を実施できるようにする。



2 経年対象者が多数いるため、特定保健指導対象者率が下がらない  特定保健指導による効果を上げるため内部委託先の指導員のスキルアッ
プを図る

3 毎年新たに対象になる者が入ってくるため、特定保健指導対象者率が下がら
ない  新規流入者の低減

4 特定保健指導実施率は向上しているが、指導レベル改善は頭打ちの状況にあ
る  今までは実施率向上を主眼に置いてきたが、今後は質（保健指導レベル

、メタボ該当者等の改善）を重視して保健指導に取り組む。

5
高血圧性疾患の医療費は金額、件数ともに第一位である。  ２０代後半より生活習慣病の予兆は始まっているため、４０代からの予

防では遅いため、今後は３０代からの保健指導を検討する。 

6
４０代前半より糖尿病の医療費が上昇し、５０代後半でピークを迎える。  ２０代後半より生活習慣病の予兆は始まっているため、４０代からの予

防では遅いため、今後は３０代からの保健指導を検討する。 

7 Ⅲ度Ⅱ度高血圧者の約７割が医療機関未受診の状況にある。  リスクの高いⅢ度高血圧者に対して受診勧奨を行い、早期治療による重
症化予防に取り組む 

8
喫煙率が全国平均と比較して非常に高い。  特にハイリスク者での喫煙率が高い状況にあるため、受診勧奨時に合わ

せて、禁煙治療を指導する。
また、事業主と協働して職場の分煙対策を推進する。
新たな禁煙プログラムを追加する。

9 肥満で高リスク者の割合が他健保と比較して高い。  生活習慣の改善に対する意識付けを行うため、機関紙や健康情報等を活
用して行動変容を促す。

10 メンタルによる休業が発生している  ケアにより発症を減らす
11 年令が上昇することに伴い、一人当たり医療費が増大する  高齢者の生活習慣病発症を予防する
12 先発薬使用継続により医療費が下がらない  後発医薬品の使用促進を行うことで、医療費抑制を行う
13 医療費の高額化  医療費通知を被保険者へ送付
14 若年層に呼吸器疾患による医療費の占める割合が高い  インフルエンザ予防接種
15 ４０代より新生物疾患の発症が高くなる  がん検診の受診

16 高血糖者の改善率が鈍化している  従来の受診勧奨に、新たに歯科受診勧奨を追加する 

ア，ネ

ウ

ウ

イ，ウ

カ，シ，ス，
セ，チ，テ，
ト
キ，ス，セ，
ソ，チ，ツ，
ヌ
カ，シ，チ，
テ，ト，ニ
オ

タ，チ

ナ
ク，ケ，コ
サ
ケ，コ，ト
ス，ト
エ，ス，ト
キ，ス，セ，
ソ，チ，ツ
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基本情報
No. 特徴 対策検討時に留意すべき点

1 対象となる拠点は全国３７６か所にあり、加入者も点在している。  加入者が点在していることから、個々の加入者との直接対応は効率的でないため、事業
主との協働（コラボヘルス）が重要である。

2
日通グループでは、事業主が約２００名の保健師や看護師を「保健指導員」として雇用し、
現場最前線で被保険者の健康管理に取り組んでいる。
健保も事業主との連携により保健指導員を通じて特定保健指導等の保健事業を展開している
。

 今後のデータヘルスの展開においても、保健指導員との連携は不可欠であり、今まで以
上に連携を深め、保健指導員他現地の衛生担当者の意見や要望を吸い上げ、当健保から
もデータ分析結果等を提供し、効率的で効果的な保健事業に取り組む。

保健事業の実施状況
No. 特徴 対策検討時に留意すべき点

1 特定健診における被扶養者の低調な実施率  受診勧奨の強化、婦人科検診を含む費用補助の拡大等により、受診環境の整備に努める
。

2 人間ドックや各種がん検診の受診率向上  費用補助の拡大、受診率の低い事業所のフォローに取り組む。
また、人間ドックでは脳検査（ＭＲＩ、ＭＲＡ）のオプションを継続する。

3
重症化予防対策の取組  糖尿病重症化予防対策に取り組んできたが、近年対象者が増加しているため、取組を強

化する。
高血圧重症化予防は、第１期の取組を継続する。
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STEP３ 保健事業の実施計画

事業の一覧
職場環境の整備
　保健指導宣伝 　保健指導員研修会
　保健指導宣伝 　衛生担当責任者会議
　保健指導宣伝 　保健指導員会議
　疾病予防 　ヘルスレポート
加入者への意識づけ
　保健指導宣伝 　保健指導員研修会
　保健指導宣伝 　ポスター、ＰＯＰによるヘルスリテラシーの向上
　疾病予防 　ICT等の活用による、わかりやすい健康・医療情報提供
個別の事業
　特定健康診査事業 　被保険者特定健康診査受診率の向上
　特定健康診査事業 　被扶養者特定健康診査受診率の向上
　特定健康診査事業 　健診データの保険者間連携
　特定保健指導事業 　被保険者の特定保健指導実施率の向上
　保健指導宣伝 　こころとからだの健康相談
　保健指導宣伝 　健康教育ー健保所属の管理栄養士による栄養教育
　保健指導宣伝 　広報誌（機関誌）の発行
　疾病予防 　４０歳未満のメタボ該当・予備群への保健指導
　疾病予防 　高血圧者への受診勧奨
　疾病予防 　高血糖者への受診勧奨
　疾病予防 　胃がん検診
　疾病予防 　大腸がん検診
　疾病予防 　子宮がん検診
　疾病予防 　乳がん検診
　疾病予防 　人間ドック
　疾病予防 　脳検査
　疾病予防 　インフルエンザ予防接種
　疾病予防 　ふれあい介護健康教室
　疾病予防 　禁煙治療プログラム
　疾病予防 　無料歯科健診
　疾病予防 　高血糖ハイリスク者への歯科受診勧奨・管理指導
　疾病予防 　集団歯科健診
　疾病予防 　退職者向けヘルスリテラシーの向上
　体育奨励 　スポーツクラブ
　直営保養所 　保養所
　その他 　後発医薬品の使用促進
　その他 　医療費情報の提供
※事業は予算科目順に並び替えて表示されています。

事業全体の目的
加入者の心身両面における健康の保持・増進

事業全体の目標
生活習慣病対策の推進
（健康分布図において、肥満、保健指導対象及び受診勧奨対象率の低減）
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職場環境の整備
5,655 855 5,655 855 5,655 855

保
健
指
導
宣
伝

1,4,5,
6

既
存

保健指導員研
修会

一部の
事業所 男女

22
〜
70

その他 ３ シ,ス
新規採用医療専門職は随
時に、経年専門職は2年に
一度研修会を開催

ア,イ,シ 健保が主体となり、母体
企業の窓口との共催

事業主が雇用する医療専
門職（名称：保健指導員
）に対する研修会の開催
新規採用研修は随時に実
施、経年者は9〜11月で実
施

新規採用研修は随時に実
施

新規採用研修は随時に実
施、経年者は5〜7月で実
施

新規採用研修は随時に実
施

新規採用研修は随時に実
施、経年者は5〜7月で実
施

新規採用研修は随時に実
施

保健指導員に対して集合教育を開催し、健
保が実施している保健事業に関する詳細の
理解や、特定保健指導を含む保健指導全般
に関するスキルアップにより、職場環境の
改善・向上に資する。

特定保健指導実施率は向上してい
るが、指導レベル改善は頭打ちの
状況にある
経年対象者が多数いるため、特定
保健指導対象者率が下がらない

実施回数(【実績値】1回　【目標値】平成30年度：5回　令和元年度：1回　令和2年度：5回　令和3年度：1回　令和4年度：5回　令和5年度：1回)- 数値化する評価基準がない
(アウトカムは設定されていません)

1,950 1,950 1,950 1,950 1,950 1,950

1 既
存

衛生担当責任
者会議 全て 男女

22
〜
70

その他 １ イ,ウ,キ,シ 毎年ブロック別（北海道
・東北・関東等）に開催 ア

健保から出張により開催
：出席者は事業主の衛生
担当責任者

データヘルス計画第2期ス
タート年のため、５〜６
月に開催
母体企業の支店および関
係会社の衛生担当責任者
を対象とした会議を各ブ
ロックで開催

１０〜１２月開催予定 １０〜１２月開催予定 １０〜１２月開催予定 １０〜１２月開催予定 １０〜１２月開催予定

健保の保健事業の説明と協力を依頼し、コ
ラボヘルスの推進を実現する。
事業主および母体企業の特定支店単位にデ
ータ分析結果を配布することで、健康意識
の向上、相対的な位置づけの把握、効果的
な独自の保健事業の展開につなげる。コ

被扶養者の特定健康診査受診率が
低い
喫煙率が全国平均と比較して非常
に高い。
肥満で高リスク者の割合が他健保
と比較して高い。
メンタルによる休業が発生してい
る

データ配布(【実績値】100％　【目標値】平成30年度：100％　令和元年度：100％　令和2年度：100％　令和3年度：100％　令和4年度：100％　令和5年度：100
％)事業主、母体企業の特定支店別健診データ分析の配布

数値化する評価基準がない
(アウトカムは設定されていません)

- 750 - 750 - 750

1 既
存

保健指導員会
議

一部の
事業所 男女

22
〜
70

その他 １ シ
経年保健指導員研修会を
実施しない年度について
会議を開催（隔年）

ア,イ,シ
健保から出張により開催
：出席者は事業主の雇用
する医療専門職（名称：
保健指導員）

実施しない ５〜７月に各ブロックで
開催 実施しない ５〜７月に各ブロックで

開催 実施しない ５〜７月に各ブロックで
開催

コラボヘルスの強化。
健保の保健事業の理解を深めることで各種
事業への参加率を向上させる。
各事業所の健診結果の特徴を把握し、事業
所に合った衛生事業を展開できるよう情報
提供を行う。

喫煙率が全国平均と比較して非常
に高い。
肥満で高リスク者の割合が他健保
と比較して高い。

実施回数(【実績値】11回　【目標値】平成30年度：0回　令和元年度：11回　令和2年度：0回　令和3年度：11回　令和4年度：0回　令和5年度：11回)- 数値化する評価基準がない
(アウトカムは設定されていません)

100 100 100 100 100 100

疾
病
予
防

1 新
規

ヘルスレポー
ト 全て 男女

18
〜
74

被保険
者 １ エ,キ - ア,イ,ケ - 事業開始 不実施 実施（前回、健保計との

比較）
不実施（ただし、事業主
の意見により実施も検討
）

実施（前回、健保計との
比較）

不実施（ただし、事業主
の意見により実施も検討
）

第１期データヘルス計画の結果を踏まえ、
健康状態や生活習慣の特性をわかりやすく
伝える。
事業所の特徴を把握してもらい、自分の事
業所に最適な衛生事業の計画・実施に資す
る。

肥満で高リスク者の割合が他健保
と比較して高い。
喫煙率が全国平均と比較して非常
に高い。
医療費の高額化

作成回(【実績値】0回　【目標値】平成30年度：1回　令和元年度：0回　令和2年度：1回　令和3年度：0回　令和4年度：1回　令和5年度：0回)- 数値化する評価基準がない
(アウトカムは設定されていません)

加入者への意識づけ
5,655 855 5,655 855 5,655 855

保
健
指
導
宣
伝

2,5,6 既
存

保健指導員研
修会

一部の
事業所 男女

22
〜
70

その他 ３ シ
新規採用医療専門職は随
時に、経年専門職は2年に
一度研修会を開催

ア,イ,シ 健保が主体となり、母体
企業の窓口との共催

事業主が雇用する医療専
門職（名称：保健指導員
）に対する研修会の開催
新規採用研修は随時に実
施、経年者は9〜11月で実
施

新規採用研修は随時に実
施

新規採用研修は随時に実
施、経年者は9〜11月で実
施

新規採用研修は随時に実
施

新規採用研修は随時に実
施、経年者は9〜11月で実
施

新規採用研修は随時に実
施

保健指導員に対して集合教育を開催し、健
保が実施している保健事業に関する詳細の
理解や、特定保健指導を含む保健指導全般
に関するスキルアップにより、被保険者の
健康意識を向上させる

肥満で高リスク者の割合が他健保
と比較して高い。
喫煙率が全国平均と比較して非常
に高い。

開催回数(【実績値】1回　【目標値】平成30年度：5回　令和元年度：1回　令和2年度：5回　令和3年度：1回　令和4年度：5回　令和5年度：1回)- 数値化する評価基準がない
(アウトカムは設定されていません)

280 560 560 560 560 560

2 既
存

ポスター、Ｐ
ＯＰによるヘ
ルスリテラシ
ーの向上

全て 男女
16
〜
74

被保険
者 ３ ケ,シ - ア,イ,ケ ポスター作成は外部委託

衛生推進月間に、生活習
慣病に関する啓発ポスタ
ーの作成。
社員食堂へのＰＯＰ配置
。

メンタルヘルス月間、衛
生推進月間に、啓発ポス
ターの作成。
社員食堂へのＰＯＰ配置
。

メンタルヘルス月間、衛
生推進月間に、啓発ポス
ターの作成。
社員食堂へのＰＯＰ配置
。

メンタルヘルス月間、衛
生推進月間に、啓発ポス
ターの作成。
社員食堂へのＰＯＰ配置
。

メンタルヘルス月間、衛
生推進月間に、啓発ポス
ターの作成。
社員食堂へのＰＯＰ配置
。

メンタルヘルス月間、衛
生推進月間に、啓発ポス
ターの作成。
社員食堂へのＰＯＰ配置
。

ポスター、ＰＯＰ掲示によるヘルスリテラ
シーの向上を図り、健康度をアップさせる

肥満で高リスク者の割合が他健保
と比較して高い。
毎年新たに対象になる者が入って
くるため、特定保健指導対象者率
が下がらない
４０代前半より糖尿病の医療費が
上昇し、５０代後半でピークを迎
える。
高血圧性疾患の医療費は金額、件
数ともに第一位である。
喫煙率が全国平均と比較して非常
に高い。

ポスター作成(【実績値】-　【目標値】平成30年度：1回　令和元年度：2回　令和2年度：2回　令和3年度：2回　令和4年度：2回　令和5年度：2回)- 数値化する評価基準がない
(アウトカムは設定されていません)

予
算
科
目

注1)
事業
分類

新
規
既
存

事業名
対象者 注2)

実施
主体

注3)
プロセス

分類
実施方法

注4)
ストラク

チャー
分類

実施体制
予算額(千円)

事業目標 健康課題との関連実施計画
対象

事業所 性別 年
齢 対象者 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

アウトプット指標 アウトカム指標

40



1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000
疾
病
予
防

2 新
規

ICT等の活用に
よる、わかり
やすい健康・
医療情報提供

全て 男女
18
〜
74

被保険
者 １ エ 外部提携先システムの活

用 ケ
広報誌・ポスター等によ
るシステム運用の周知、
ならびに事業主との連携
による、自身の健康づく
りへの活用の促進。

事業開始 継続。利用状況により、
告知方法の見直しを検討

継続。利用状況により、
告知方法の見直しを検討

継続。利用状況により、
告知方法の見直しを検討

継続。利用状況により、
告知方法の見直しを検討

継続。利用状況により、
告知方法の見直しを検討

被保険者が自分の健康情報を把握し、より
良い生活習慣を身に着けることで医療費の
削減を実現する。

肥満で高リスク者の割合が他健保
と比較して高い。

登録率(【実績値】-　【目標値】平成30年度：5％　令和元年度：10％　令和2年度：15％　令和3年度：20％　令和4年度：25％　令和5年度：30％)広報誌、ＨＰ並
びに各衛生関連会議を通じて利用促進を行う

数値化する評価基準がない
(アウトカムは設定されていません)

個別の事業
35,560 - - - - -

特
定
健
康
診
査
事
業

2,3,4

既
存(

法
定)

被保険者特定
健康診査受診
率の向上

全て 男女
40
〜
64

被保険
者 ３ イ,エ,オ,ケ

,コ,シ - ア,イ,キ,コ -

自費で人間ドックを受診
し定期健康診断に代用し
ている者の健診データを
収集する。
衛生担当責任者会議で、
健診受診１００％実施と
自費受診者データ提供を
要請する。

自費で人間ドックを受診
し定期健康診断に代用し
ている者の健診データを
収集する。
衛生担当責任者会議で、
健診受診１００％実施と
自費受診者データ提供を
要請する。

自費で人間ドックを受診
し定期健康診断に代用し
ている者の健診データを
収集する。
衛生担当責任者会議で、
健診受診１００％実施と
自費受診者データ提供を
要請する。

自費で人間ドックを受診
し定期健康診断に代用し
ている者の健診データを
収集する。
衛生担当責任者会議で、
健診受診１００％実施と
自費受診者データ提供を
要請する。

自費で人間ドックを受診
し定期健康診断に代用し
ている者の健診データを
収集する。
衛生担当責任者会議で、
健診受診１００％実施と
自費受診者データ提供を
要請する。

自費で人間ドックを受診
し定期健康診断に代用し
ている者の健診データを
収集する。
衛生担当責任者会議で、
健診受診１００％実施と
自費受診者データ提供を
要請する。

被保険者の特定健診受診率１００％を目標
とする。

経年対象者が多数いるため、特定
保健指導対象者率が下がらない
高血圧性疾患の医療費は金額、件
数ともに第一位である。
４０代前半より糖尿病の医療費が
上昇し、５０代後半でピークを迎
える。
Ⅲ度Ⅱ度高血圧者の約７割が医療機
関未受診の状況にある。
肥満で高リスク者の割合が他健保
と比較して高い。

特定健康診査受診率(【実績値】98.0％　【目標値】平成30年度：97.8％　令和元年度：98.4％　令和2年度：98.9％　令和3年度：99.5％　令和4年度：99.5％　令和
5年度：99.5％)- 肥満対象者率(【実績値】50.9％　【目標値】平成30年度：50％　令和元年度：49％　令和2年度：48％　令和3年度：47％　令和4年度：46％　令和5年度：45％)-

60,000 67,000 74,000 81,000 88,000 95,000

3,4

既
存(

法
定)

被扶養者特定
健康診査受診
率の向上

全て 男女
40
〜
74

被扶養
者 １ ア,ウ,キ,ク

,ケ

パート先等で受診した結
果の収集（提出者へは図
書カード送付）
健診申込状況を2週間ごと
に確認

ア,エ,ケ
けんぽ共同健診、健保連
集合契約を利用
事業主との連携（未受診
者への受診勧奨を事業主
からも実施）

受診案内は母体企業は自
宅へ郵送、関係会社は事
業所経由で配布。
受診勧奨は10月と2月に実
施（同上の方法にて）
パート先受診結果の送付
依頼は、受診案内・ＨＰ
・広報誌・勧奨時に案内

受診案内は母体企業は自
宅へ郵送、関係会社は事
業所経由で配布。
受診勧奨は10月と2月に実
施（同上の方法にて）
パート先受診結果の送付
依頼は、受診案内・ＨＰ
・広報誌・勧奨時に案内

受診案内は母体企業は自
宅へ郵送、関係会社は事
業所経由で配布。
受診勧奨は10月と2月に実
施（同上の方法にて）
パート先受診結果の送付
依頼は、受診案内・ＨＰ
・広報誌・勧奨時に案内

受診案内は母体企業は自
宅へ郵送、関係会社は事
業所経由で配布。
受診勧奨は10月と2月に実
施（同上の方法にて）
パート先受診結果の送付
依頼は、受診案内・ＨＰ
・広報誌・勧奨時に案内

受診案内は母体企業は自
宅へ郵送、関係会社は事
業所経由で配布。
受診勧奨は10月と2月に実
施（同上の方法にて）
パート先受診結果の送付
依頼は、受診案内・ＨＰ
・広報誌・勧奨時に案内

受診案内は母体企業は自
宅へ郵送、関係会社は事
業所経由で配布。
受診勧奨は10月と2月に実
施（同上の方法にて）
パート先受診結果の送付
依頼は、受診案内・ＨＰ
・広報誌・勧奨時に案内

被保険者自身の健康状態を振り返る機会を
提供し、正確な知識を持ち健康管理を続け
ること。
また、内臓脂肪型肥満に着目した生活習慣
病の発症や重症化の予防、病気の早期発見
・早期治療を行うこと

被扶養者の特定健康診査受診率が
低い

受診案内送付(【実績値】100％　【目標値】平成30年度：100％　令和元年度：100％　令和2年度：100％　令和3年度：100％　令和4年度：100％　令和5年度：10
0％)- 受診率(【実績値】38.7％　【目標値】平成30年度：39.6％　令和元年度：44.7％　令和2年度：49.8％　令和3年度：55.4％　令和4年度：58.8％　令和5年度：62.3％)-

受診勧奨送付(【実績値】100％　【目標値】平成30年度：100％　令和元年度：100％　令和2年度：100％　令和3年度：100％　令和4年度：100％　令和5年度：10
0％)- -

パート先等受診結果収集(【実績値】312人　【目標値】平成30年度：400人　令和元年度：450人　令和2年度：500人　令和3年度：550人　令和4年度：600人　令
和5年度：650人)- -

0 0 0 0 0 0

3 新
規

健診データの
保険者間連携 全て 男女

40
〜
74

被保険
者 １ エ - エ,オ,ク -

転出者：特定健診データ
をデータベースから抽出
し、紙・電子データにて
出力する。
転入者：健診データを健
保利用のシステムに取り
込むため電子データ化し
てアップロードすること
で取り込む。

転出者：特定健診データ
をデータベースから抽出
し、紙・電子データにて
出力する。
転入者：健診データを健
保利用のシステムに取り
込むため電子データ化し
てアップロードすること
で取り込む。

転出者：特定健診データ
をデータベースから抽出
し、紙・電子データにて
出力する。
転入者：健診データを健
保利用のシステムに取り
込むため電子データ化し
てアップロードすること
で取り込む。

転出者：特定健診データ
をデータベースから抽出
し、紙・電子データにて
出力する。
転入者：健診データを健
保利用のシステムに取り
込むため電子データ化し
てアップロードすること
で取り込む。

転出者：特定健診データ
をデータベースから抽出
し、紙・電子データにて
出力する。
転入者：健診データを健
保利用のシステムに取り
込むため電子データ化し
てアップロードすること
で取り込む。

転出者：特定健診データ
をデータベースから抽出
し、紙・電子データにて
出力する。
転入者：健診データを健
保利用のシステムに取り
込むため電子データ化し
てアップロードすること
で取り込む。

新規被保険者の健診データを取り込むこと
で、早期から健康指導に活用する 該当なし

入手データ取込率(【実績値】-　【目標値】平成30年度：100％　令和元年度：100％　令和2年度：100％　令和3年度：100％　令和4年度：100％　令和5年度：100
％)入手したデータの取り込み率

数値による効果の判定が困難なため
(アウトカムは設定されていません)

104,651 - - - - -

特
定
保
健
指
導
事
業

4

既
存(

法
定)

被保険者の特
定保健指導実
施率の向上

全て 男女
40
〜
64

被保険
者 ３ オ,キ,ク,ケ

,コ,シ,ス

専門職による面接で生活
習慣の見直しの必要性を
確認、生活習慣改善に向
けた目標の設定を行う。
事業主と生活習慣病改善
の目標を共有し、事業主
を通して参加を促す。

ア,イ,ケ,コ
,サ,シ,ス

事業主が雇用する専門職
が配置されている事業所
では事業主に委託（内部
委託）し、配置の無い事
業所では外部委託で実施
する。
内部委託する専門職には
、定期的にスキルアップ
のための研修会を開催。
第３期用マニュアルの整
備。
事業所別の実施状況は事
業主と共有。

外部委託途中終了者フォ
ローを事業所に依頼。（
外部委託業者、事業所と
の連携度アップ）
健保が負担している内部
委託で使用する特定保健
指導用冊子の見直し

現在の６０歳までの実施
を６４歳までに拡大する
。
外部委託業者の見直し検
討する。

実施対象を６４歳を継続
。

実施対象を６４歳を継続
。 冊子見直し 外部委託業者見直し検討

被保険者に対し、法定の特定保健指導を実
施し、将来発症する可能性のある生活習慣
病の予防に努める

経年対象者が多数いるため、特定
保健指導対象者率が下がらない

特定保健指導実施率(【実績値】59.4％　【目標値】平成30年度：57.7％　令和元年度：59.0％　令和2年度：60.2％　令和3年度：61.5％　令和4年度：62.6％　令和
5年度：63.9％)内部委託と外部委託の合計実施率

特定保健指導対象者率(【実績値】24.6％　【目標値】平成30年度：26.0％　令和元年度：25.6％　令和2年度：25.2％　令和3年度：25.0％　令和4年度：24.8％　令和5年度：24.6％)特定健診受診者のうち、特定保
健指導に該当する対象者率の低減
H25(26.0%)、H26(25.4%)、H27(25.6%)、H28(26.0%)

4,428 4,428 4,428 4,428 4,428 4,428

予
算
科
目

注1)
事業
分類

新
規
既
存

事業名
対象者 注2)

実施
主体

注3)
プロセス

分類
実施方法

注4)
ストラク

チャー
分類

実施体制
予算額(千円)

事業目標 健康課題との関連実施計画
対象

事業所 性別 年
齢 対象者 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

アウトプット指標 アウトカム指標
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保
健
指
導
宣
伝

2,6 既
存

こころとから
だの健康相談 全て 男女

0
〜（

上
限
な
し）

加入者
全員 ３ シ,ス 外部委託（保健同人社） ア,ケ,ス 広報誌による告知 外部委託にて継続 外部委託にて継続 外部委託にて継続 外部委託にて継続 外部委託にて継続 外部委託にて継続 健康相談によるメンタル発症予防。疾病の

早期治療
メンタルによる休業が発生してい
る

告知(【実績値】5回　【目標値】平成30年度：5回　令和元年度：5回　令和2年度：5回　令和3年度：5回　令和4年度：5回　令和5年度：5回)継続実施（通年） 健康相談によるアブセンティーズムが数値が確認不能のため
(アウトカムは設定されていません)

480 480 480 480 480 480

2,5 既
存

健康教育ー健
保所属の管理
栄養士による
栄養教育

全て 男女
18
〜
74

加入者
全員 ３ ク,ケ,シ 事業所からの要請により

開催 ア,イ,コ,シ
健保所属の管理栄養士が
現地の事業所へ出向いて
講習を実施
事業所の衛生担当者、保
健指導員と連携

事業所からの要請に基づ
き開催。
年間最大で１８回程度

事業所からの要請に基づ
き開催。
年間最大で１８回程度

事業所からの要請に基づ
き開催。
年間最大で１８回程度

事業所からの要請に基づ
き開催。
年間最大で１８回程度

事業所からの要請に基づ
き開催。
年間最大で１８回程度

事業所からの要請に基づ
き開催。
年間最大で１８回程度

栄養基礎講習、メタボ該当・予備群への食
事改善ポイント講習を実施することで、食
生活を改善し、疾病予防・悪化防止につな
げ、医療費増大を防ぐ

肥満で高リスク者の割合が他健保
と比較して高い。
毎年新たに対象になる者が入って
くるため、特定保健指導対象者率
が下がらない
経年対象者が多数いるため、特定
保健指導対象者率が下がらない
特定保健指導実施率は向上してい
るが、指導レベル改善は頭打ちの
状況にある

開催回数(【実績値】4回　【目標値】平成30年度：5回　令和元年度：5回　令和2年度：5回　令和3年度：5回　令和4年度：5回　令和5年度：5回)- 数値による効果の判定が困難なため
(アウトカムは設定されていません)

14,000 14,000 14,000 14,000 14,000 14,000

2,3,4,
5,6,7,

8
既
存

広報誌（機関
誌）の発行 全て 男女

0
〜
74

加入者
全員 １ ス

年4回冊子版で配布（現行
は冊子版3回、簡易版2回
）

ア,イ 母体企業の広報誌に同封
して配布

季刊
委託業者変更

季刊
コンテンツ見直し検討

季刊
コンテンツ見直し検討

季刊
コンテンツ、業者見直し
検討

季刊
コンテンツ、業者見直し
検討

季刊
コンテンツ、業者見直し
検討

各種検診案内を掲載し、被扶養者の特定健
康診査受診率、各種健診受診率の向上を行
う。
健康情報（栄養情報、運動・ストレッチ、
を案内し加入者の健康の増進を行う。

被扶養者の特定健康診査受診率が
低い
喫煙率が全国平均と比較して非常
に高い。
先発薬使用継続により医療費が下
がらない

発行回数(【実績値】5回　【目標値】平成30年度：4回　令和元年度：4回　令和2年度：4回　令和3年度：4回　令和4年度：4回　令和5年度：4回)年4回冊子版で配
布（現行は冊子版3回、簡易版2回）

数値化する評価基準がない
(アウトカムは設定されていません)

80 80 80 80 80 80

疾
病
予
防

2,4,5 新
規

４０歳未満の
メタボ該当・
予備群への保
健指導

全て 男女
38
〜
38

被保険
者,基準
該当者

３ オ,ク,ケ,シ

３８歳を対象として、特
定保健指導対象相当の健
診結果の者に、保健指導
員を通して冊子を配布し
説明 
２０１７年度の健診結果
から３００名を想定。開
始時期は９月頃を予定。

ア,イ,コ,シ

保健指導員と連携。指導
員のいない事業所では、
カバーする指導員がいる
場合は指導員経由とし、
いない場合は衛生担当責
任者を通して配布

受診年齢３８歳を対象と
し、健診結果より判定。
特定保健指導の判定リス
ク所有者を対象とし対象
者全員に配布・指導。

受診年齢３８歳を対象と
し、健診結果より判定。
特定保健指導の判定リス
ク所有者を対象とし対象
者全員に配布・指導。
３５歳を対象追加するか
検討する。

受診年齢３８歳を対象と
し、健診結果より判定。
特定保健指導の判定リス
ク所有者を対象とし対象
者全員に配布・指導。
３５歳を対象追加するか
検討する。

３５歳未実施の場合は、
３５歳を追加するか検討
し、３５歳実施中の場合
は、さらに３２歳を追加
するか検討する。

３５歳未実施の場合は、
３５歳を追加するか検討
し、３５歳実施中の場合
は、さらに３２歳を追加
するか検討する。

３５歳未実施の場合は、
３５歳を追加するか検討
し、３５歳実施中の場合
は、さらに３２歳を追加
するか検討する。

特定健康診査・保健指導該当前の受診年齢
３８歳の被保険者を対象に、メタボ対象・
予備群にならないよう指導する（特定保健
指導対象者への流入阻止）

毎年新たに対象になる者が入って
くるため、特定保健指導対象者率
が下がらない
４０代前半より糖尿病の医療費が
上昇し、５０代後半でピークを迎
える。
年令が上昇することに伴い、一人
当たり医療費が増大する
高血圧性疾患の医療費は金額、件
数ともに第一位である。

配布(【実績値】-　【目標値】平成30年度：100％　令和元年度：100％　令和2年度：100％　令和3年度：100％　令和4年度：100％　令和5年度：100％)- 特定保健指導対象者率(【実績値】-　【目標値】平成30年度：26％　令和元年度：26％　令和2年度：25％　令和3年度：24％　令和4年度：23％　令和5年度：22％)-
0 0 0 0 0 0

予
算
科
目

注1)
事業
分類

新
規
既
存

事業名
対象者 注2)

実施
主体

注3)
プロセス

分類
実施方法

注4)
ストラク

チャー
分類

実施体制
予算額(千円)

事業目標 健康課題との関連実施計画
対象

事業所 性別 年
齢 対象者 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

アウトプット指標 アウトカム指標
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4 既
存

高血圧者への
受診勧奨 全て 男女

18
〜
74

被保険
者 １ イ,ク

前年度の健診結果に基づ
き、下記基準に該当した
者に健康管理センター長
名で受診勧奨案内を送る
。
①Ⅲ度高血圧（収縮期血圧
180mmHg以上又は拡張期
血圧110mmHg以上）且つ
医療機関未受診者）
②2年連続Ⅱ度高血圧（収
縮期血圧160mmHg以上又
は拡張期血圧100mmHg以
上）且つ医療機関未受診
者
・健康管理センター長名
で、①受診勧奨案内文書②
医療機関への紹介状③検
査結果報告書④アンケー
ト⑤同意書等を同封した
封書を、事業所、支店毎
に衛生担当責任者宛配付
。
・医療専門職、衛生担当
責任者より、対象者に受
診勧奨案内を直接配付。
・受診状況、同意書を健
康管理センターに回答。
・医療機関に受診して、
結果を健康管理センター
に回答　
・健保にて受診状況等を
把握し、未受診者には、
所属事業所、支店の衛生
担当責任者、医療専門職
と連携し、受診に繋げる
。

ア,イ 産業医および事業主、医
療専門職と連携して実施

①受診勧奨対象者の選定
：平成29年度健診結果よ
り医療機関未受診者でⅢ度
高血圧（収縮期血圧180m
mHg以上又は拡張期血圧1
10mmHg以上）2年連続Ⅱ
度高血圧（収縮期血圧160
mmHg以上又は拡張期血
圧100mmHg以上）
②上記対象者宛8月末に対
象者全員に健康管理セン
ター長名で事業主経由対
象者に受診勧奨を行う。
③事業主から受診勧奨の
受けた旨対象者より確認
書を取得。　　　　　　
　　　④対象者はまず受
診状況等のアンケート、
同意書等を健康管理セン
ターに回答する。
⑤未受診回答者には、事
業主にアンケート結果の
情報を共有し、必要あれ
ば、再受診勧奨を行うよ
うに依頼。
⑥事業主と連携して受診
状況を確認して、事業主
の再受診勧奨に応じず未
受診のままの対象者は。
健保より再受診勧奨面談
通告を実施。

前年度の状況により追加
施策検討

前年度の状況により追加
施策検討

前年度の状況により追加
施策検討

前年度の状況により追加
施策検討

前年度の状況により追加
施策検討 重症化を予防し、医療費適正化を行う

Ⅲ度Ⅱ度高血圧者の約７割が医療機
関未受診の状況にある。
高血圧性疾患の医療費は金額、件
数ともに第一位である。

勧奨案内送付(【実績値】100％　【目標値】平成30年度：100％　令和元年度：100％　令和2年度：100％　令和3年度：100％　令和4年度：100％　令和5年度：10
0％)受診勧奨の案内を送付する Ⅱ、Ⅲ度高血圧者率(【実績値】-　【目標値】平成30年度：4％　令和元年度：3.8％　令和2年度：3.55％　令和3年度：3.4％　令和4年度：3.2％　令和5年度：3％)-

0 0 0 0 0 0

4 既
存

高血糖者への
受診勧奨 全て 男女

18
〜
74

被保険
者 １ イ,ク

①受診勧奨対象者の選定
：平成29年度健診結果で
医療機関未受診者でHbA1
c8.0%以上、又は空腹時血
糖200mg/dl以上。医療機
関未受診者で2年連続HbA
1c7.0%以上、又は空腹時
血糖130mg/dl以上。②上
記対象者宛8月末に対象者
全員に健康管理センター
長名で事業主経由対象者
に受診勧奨を行う。③事
業主から受診勧奨の受け
た旨対象者より確認書を
取得。
④対象者はまず受診状況
等のアンケート、同意書
等を健康管理センターに
回答する。　　　　　　
⑤未受診回答者には、事
業主にアンケート結果の
情報を共有し、必要あれ
ば、再受診勧奨を行うよ
うに依頼。
⑥事業主と連携して受診
状況を確認して、事業主
の再受診勧奨に応じず未
受診のままの対象者は健
保より再受診勧奨面談通
告を実施。　　　　　　
　　　　　　　　　　ア
ウトプット：受診勧奨案
内を対象者全員（100％）
配付。
アウトカム：合併症コン
トロール不良者率（Ｈｂ
Ａ１ｃ7％以上）の低減　
　　　　　　　　　　　
平成28年度より合併症コ
ントロール不良者を100名
減らして、平成28年度　4
.10％

ア,イ 産業医および事業主、医
療専門職と連携して実施

文書にて事業主経由で受
診勧奨１００％実施

前年度の状況により追加
施策検討

前年度の状況により追加
施策検討

前年度の状況により追加
施策検討

前年度の状況により追加
施策検討

前年度の状況により追加
施策検討 重症化を予防し、医療費適正化を行う

４０代前半より糖尿病の医療費が
上昇し、５０代後半でピークを迎
える。
高血糖者の改善率が鈍化している

予
算
科
目

注1)
事業
分類

新
規
既
存

事業名
対象者 注2)

実施
主体

注3)
プロセス

分類
実施方法

注4)
ストラク

チャー
分類

実施体制
予算額(千円)

事業目標 健康課題との関連実施計画
対象

事業所 性別 年
齢 対象者 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

アウトプット指標 アウトカム指標
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勧奨通知(【実績値】100％　【目標値】平成30年度：100％　令和元年度：100％　令和2年度：100％　令和3年度：100％　令和4年度：100％　令和5年度：100％)- 合併症コントロール不良者率(【実績値】4.0％　【目標値】平成30年度：3.9％　令和元年度：3.8％　令和2年度：3.7％　令和3年度：3.6％　令和4年度：3.5％　令和5年度：3.4％)合併症コントロール不良者率（Ｈ
ｂＡ１ｃ7％以上）の低減　

41,910 42,000 43,000 44,000 45,000 46,000

3 既
存 胃がん検診 全て 男女

40
〜
74

被保険
者 １ ウ,ケ,シ

胃Ｘ線、胃内視鏡検査、
ペプシノゲン法に対する
補助（上限２，０００円
）

ア,イ,キ 定期健康診断時を推奨

広報誌、ＨＰにて告知。
衛生担当責任者会議、保
健指導員会議・研修を通
じて受診勧奨の要請。
事務手続き煩雑さの解消
のため、事前申請手続き
廃止。

広報誌、ＨＰにて告知。
衛生担当責任者会議、保
健指導員会議・研修を通
じて受診勧奨の要請。
厚労省指針に基づき、都
度見直しを図る。
疾病別医療費の動向によ
り、補助額増額を検討す
る。

広報誌、ＨＰにて告知。
衛生担当責任者会議、保
健指導員会議・研修を通
じて受診勧奨の要請。
厚労省指針に基づき、都
度見直しを図る。
疾病別医療費の動向によ
り、補助額増額を検討す
る。

広報誌、ＨＰにて告知。
衛生担当責任者会議、保
健指導員会議・研修を通
じて受診勧奨の要請。
厚労省指針に基づき、都
度見直しを図る。
疾病別医療費の動向によ
り、補助額増額を検討す
る。

広報誌、ＨＰにて告知。
衛生担当責任者会議、保
健指導員会議・研修を通
じて受診勧奨の要請。
厚労省指針に基づき、都
度見直しを図る。
疾病別医療費の動向によ
り、補助額増額を検討す
る。

広報誌、ＨＰにて告知。
衛生担当責任者会議、保
健指導員会議・研修を通
じて受診勧奨の要請。
厚労省指針に基づき、都
度見直しを図る。
疾病別医療費の動向によ
り、補助額増額を検討す
る。

胃がん検診を受診することで、早期発見、
早期治療により、医療費の適正化を実現さ
せる。

医療費の高額化
４０代より新生物疾患の発症が高
くなる

受診率(【実績値】49.3％　【目標値】平成30年度：50％　令和元年度：51％　令和2年度：52％　令和3年度：53％　令和4年度：54％　令和5年度：55％)- 有病者数(【実績値】4,088人　【目標値】平成30年度：4,000人　令和元年度：3,900人　令和2年度：3,800人　令和3年度：3,700人　令和4年度：3,600人　令和5年度：3,500人)悪性新生物・有病者数（消化器）の
低減

31,433 32,000 33,000 34,000 35,000 36,000

3 既
存 大腸がん検診 全て 男女

40
〜
74

被保険
者 １ ウ,ケ 便潜血２開法

費用全額補助 ア,イ,キ 定期健康診断時を推奨

広報誌、ＨＰにて告知。
衛生担当責任者会議、保
健指導員会議・研修を通
じて受診勧奨の要請。
事務手続き煩雑さの解消
のため、事前申請手続き
廃止。

広報誌、ＨＰにて告知。
衛生担当責任者会議、保
健指導員会議・研修を通
じて受診勧奨の要請。
厚労省指針に基づき、都
度見直しを図る。

広報誌、ＨＰにて告知。
衛生担当責任者会議、保
健指導員会議・研修を通
じて受診勧奨の要請。
厚労省指針に基づき、都
度見直しを図る。

広報誌、ＨＰにて告知。
衛生担当責任者会議、保
健指導員会議・研修を通
じて受診勧奨の要請。
厚労省指針に基づき、都
度見直しを図る。

広報誌、ＨＰにて告知。
衛生担当責任者会議、保
健指導員会議・研修を通
じて受診勧奨の要請。
厚労省指針に基づき、都
度見直しを図る。

広報誌、ＨＰにて告知。
衛生担当責任者会議、保
健指導員会議・研修を通
じて受診勧奨の要請。
厚労省指針に基づき、都
度見直しを図る。

大腸がん検診を受診することで、早期発見
、早期治療により、医療費の適正化を実現
させる。

医療費の高額化
４０代より新生物疾患の発症が高
くなる

受診率(【実績値】67.1％　【目標値】平成30年度：70％　令和元年度：70％　令和2年度：70.5％　令和3年度：71％　令和4年度：71.5％　令和5年度：72％)- 有病者数(【実績値】4,088人　【目標値】平成30年度：4,000人　令和元年度：3,900人　令和2年度：3,800人　令和3年度：3,700人　令和4年度：3,600人　令和5年度：3,500人)悪性新生物・有病者数（消化器）の
低減

8,736 9,000 9,500 10,000 10,500 11,000

3 既
存 子宮がん検診 全て 女性

20
〜
74

被保険
者 １ ウ,ケ,シ 子宮頸部細胞診

上限４，０００円の補助 ア,イ,キ 定期健康診断時を推奨

広報誌、ＨＰにて告知。
衛生担当責任者会議、保
健指導員会議・研修を通
じて受診勧奨の要請。
事務手続き煩雑さの解消
のため、事前申請手続き
廃止。

広報誌、ＨＰにて告知。
衛生担当責任者会議、保
健指導員会議・研修を通
じて受診勧奨の要請。
厚労省指針に基づき、都
度見直しを図る。
疾病別医療費の動向によ
り、補助額増額を検討す
る。

広報誌、ＨＰにて告知。
衛生担当責任者会議、保
健指導員会議・研修を通
じて受診勧奨の要請。
厚労省指針に基づき、都
度見直しを図る。
疾病別医療費の動向によ
り、補助額増額を検討す
る。

広報誌、ＨＰにて告知。
衛生担当責任者会議、保
健指導員会議・研修を通
じて受診勧奨の要請。
厚労省指針に基づき、都
度見直しを図る。
疾病別医療費の動向によ
り、補助額増額を検討す
る。

広報誌、ＨＰにて告知。
衛生担当責任者会議、保
健指導員会議・研修を通
じて受診勧奨の要請。
厚労省指針に基づき、都
度見直しを図る。
疾病別医療費の動向によ
り、補助額増額を検討す
る。

広報誌、ＨＰにて告知。
衛生担当責任者会議、保
健指導員会議・研修を通
じて受診勧奨の要請。
厚労省指針に基づき、都
度見直しを図る。
疾病別医療費の動向によ
り、補助額増額を検討す
る。

子宮がん検診を受診することで、早期発見
、早期治療により、医療費の適正化を実現
させる。

医療費の高額化
４０代より新生物疾患の発症が高
くなる

受診率(【実績値】15.7％　【目標値】平成30年度：16％　令和元年度：18％　令和2年度：20％　令和3年度：22％　令和4年度：25％　令和5年度：30％)- 有病者数(【実績値】448人　【目標値】平成30年度：450人　令和元年度：440人　令和2年度：430人　令和3年度：420人　令和4年度：410人　令和5年度：400人)悪性新生物・有病者数の低減
14,804 15,000 15,500 16,000 16,500 17,000

3 既
存 乳がん検診 全て 女性

30
〜
74

被保険
者 １ ウ,ケ

乳房Ｘ線（マンモグラフ
ィ）または超音波検査（
エコー）
上限６，０００円を補助

ア,イ,キ 定期健康診断時を推奨

広報誌、ＨＰにて告知。
衛生担当責任者会議、保
健指導員会議・研修を通
じて受診勧奨の要請。
事務手続き煩雑さの解消
のため、事前申請手続き
廃止。

広報誌、ＨＰにて告知。
衛生担当責任者会議、保
健指導員会議・研修を通
じて受診勧奨の要請。
厚労省指針に基づき、都
度見直しを図る。
疾病別医療費の動向によ
り、補助額増額を検討す
る。

広報誌、ＨＰにて告知。
衛生担当責任者会議、保
健指導員会議・研修を通
じて受診勧奨の要請。
厚労省指針に基づき、都
度見直しを図る。
疾病別医療費の動向によ
り、補助額増額を検討す
る。

広報誌、ＨＰにて告知。
衛生担当責任者会議、保
健指導員会議・研修を通
じて受診勧奨の要請。
厚労省指針に基づき、都
度見直しを図る。
疾病別医療費の動向によ
り、補助額増額を検討す
る。

広報誌、ＨＰにて告知。
衛生担当責任者会議、保
健指導員会議・研修を通
じて受診勧奨の要請。
厚労省指針に基づき、都
度見直しを図る。
疾病別医療費の動向によ
り、補助額増額を検討す
る。

広報誌、ＨＰにて告知。
衛生担当責任者会議、保
健指導員会議・研修を通
じて受診勧奨の要請。
厚労省指針に基づき、都
度見直しを図る。
疾病別医療費の動向によ
り、補助額増額を検討す
る。

乳がん検診を受診することで、早期発見、
早期治療により、医療費の適正化を実現さ
せる。

医療費の高額化
４０代より新生物疾患の発症が高
くなる

受診率(【実績値】24.5％　【目標値】平成30年度：25％　令和元年度：27％　令和2年度：29％　令和3年度：31％　令和4年度：33％　令和5年度：35％)- 罹患者数(【実績値】303人　【目標値】平成30年度：300人　令和元年度：315人　令和2年度：300人　令和3年度：285人　令和4年度：270人　令和5年度：255人)-
200,253 202,000 204,000 206,000 208,000 21,000

3 既
存 人間ドック 全て 男女

35
〜
60

被保険
者 １ ケ

３５〜６０歳で５歳刻み
を対象
費用補助７割

ア,イ,キ,ケ ベネフィットワンに委託

広報誌、ＨＰにて告知。
衛生担当責任者会議、保
健指導員会議・研修を通
じて受診勧奨の要請。
３５歳対象者へ個別通知
を実施。
検査項目：　厚生労働省
の指針に基づき（準拠し
て）、都度、見直す。

広報誌、ＨＰにて告知。
衛生担当責任者会議、保
健指導員会議・研修を通
じて受診勧奨の要請。
検査項目：　厚生労働省
の指針に基づき（準拠し
て）、都度、見直す。　
受診状況によっては、告
知方法の見直しを行う。

広報誌、ＨＰにて告知。
衛生担当責任者会議、保
健指導員会議・研修を通
じて受診勧奨の要請。
検査項目：　厚生労働省
の指針に基づき（準拠し
て）、都度、見直す。　
受診状況によっては、告
知方法の見直しを行う。

広報誌、ＨＰにて告知。
衛生担当責任者会議、保
健指導員会議・研修を通
じて受診勧奨の要請。
検査項目：　厚生労働省
の指針に基づき（準拠し
て）、都度、見直す。　
受診状況によっては、告
知方法の見直しを行う。

広報誌、ＨＰにて告知。
衛生担当責任者会議、保
健指導員会議・研修を通
じて受診勧奨の要請。
検査項目：　厚生労働省
の指針に基づき（準拠し
て）、都度、見直す。　
受診状況によっては、告
知方法の見直しを行う。

広報誌、ＨＰにて告知。
衛生担当責任者会議、保
健指導員会議・研修を通
じて受診勧奨の要請。
検査項目：　厚生労働省
の指針に基づき（準拠し
て）、都度、見直す。　
受診状況によっては、告
知方法の見直しを行う。

人間ドックを受診することで、早期発見、
早期治療により、医療費の適正化を実現さ
せる。

高血圧性疾患の医療費は金額、件
数ともに第一位である。
４０代前半より糖尿病の医療費が
上昇し、５０代後半でピークを迎
える。
肥満で高リスク者の割合が他健保
と比較して高い。
医療費の高額化

受診率(【実績値】73.3％　【目標値】平成30年度：70％　令和元年度：71％　令和2年度：72％　令和3年度：73％　令和4年度：74％　令和5年度：75％)- 数値化する評価基準がないため
(アウトカムは設定されていません)

79,389 81,000 82,000 83,000 84,000 85,000

3 既
存 脳検査 全て 男女

35
〜
60

被保険
者 １ シ

人間ドックのオプション
としてＭＲＡおよびＭＲ
Ｉを実施
費用補助上限２０，００
０円

ア,イ,キ,ケ ベネフィットワンに委託

広報誌、ＨＰにて告知。
衛生担当責任者会議、保
健指導員会議・研修を通
じて受診勧奨の要請。
３５歳対象者へ個別通知
を実施。
検査項目：　厚生労働省
の指針に基づき（準拠し
て）、都度、見直す。

広報誌、ＨＰにて告知。
衛生担当責任者会議、保
健指導員会議・研修を通
じて受診勧奨の要請。
検査項目：　厚生労働省
の指針に基づき（準拠し
て）、都度、見直す。　
受診状況によっては、告
知方法の見直しを行う。

広報誌、ＨＰにて告知。
衛生担当責任者会議、保
健指導員会議・研修を通
じて受診勧奨の要請。
検査項目：　厚生労働省
の指針に基づき（準拠し
て）、都度、見直す。　
受診状況によっては、告
知方法の見直しを行う。

広報誌、ＨＰにて告知。
衛生担当責任者会議、保
健指導員会議・研修を通
じて受診勧奨の要請。
検査項目：　厚生労働省
の指針に基づき（準拠し
て）、都度、見直す。　
受診状況によっては、告
知方法の見直しを行う。

広報誌、ＨＰにて告知。
衛生担当責任者会議、保
健指導員会議・研修を通
じて受診勧奨の要請。
検査項目：　厚生労働省
の指針に基づき（準拠し
て）、都度、見直す。　
受診状況によっては、告
知方法の見直しを行う。

広報誌、ＨＰにて告知。
衛生担当責任者会議、保
健指導員会議・研修を通
じて受診勧奨の要請。
検査項目：　厚生労働省
の指針に基づき（準拠し
て）、都度、見直す。　
受診状況によっては、告
知方法の見直しを行う。

脳検査を受診することで、早期発見、早期
治療により、医療費の適正化を実現させる
。

高血圧性疾患の医療費は金額、件
数ともに第一位である。
肥満で高リスク者の割合が他健保
と比較して高い。
医療費の高額化

受診率(【実績値】40.9％　【目標値】平成30年度：41％　令和元年度：43％　令和2年度：45％　令和3年度：47％　令和4年度：49％　令和5年度：50％)- 罹患者数(【実績値】22人　【目標値】平成30年度：22人　令和元年度：20人　令和2年度：18人　令和3年度：16人　令和4年度：14人　令和5年度：12人)-

予
算
科
目

注1)
事業
分類

新
規
既
存

事業名
対象者 注2)

実施
主体

注3)
プロセス

分類
実施方法

注4)
ストラク

チャー
分類

実施体制
予算額(千円)

事業目標 健康課題との関連実施計画
対象

事業所 性別 年
齢 対象者 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

アウトプット指標 アウトカム指標

44



24,795 25,000 25,500 26,000 26,500 27,000

8 既
存

インフルエン
ザ予防接種 全て 男女

18
〜
74

被保険
者 １ ケ,シ

接種補助１，０００円
集団接種、個別接種どち
らも可

ア,イ,キ - 事業所集団接種、個別接
種どちらも可

事業所集団接種、個別接
種どちらも可
接種率により、補助額増
額を検討

事業所集団接種、個別接
種どちらも可
接種率により、補助額増
額を検討

事業所集団接種、個別接
種どちらも可
接種率により、補助額増
額を検討

事業所集団接種、個別接
種どちらも可
接種率により、補助額増
額を検討

事業所集団接種、個別接
種どちらも可
接種率により、補助額増
額を検討

インフルエンザ予防接種を受けることで、
重症化を予防し、医療費削減を行う。

若年層に呼吸器疾患による医療費
の占める割合が高い

接種率(【実績値】35.1％　【目標値】平成30年度：36％　令和元年度：38％　令和2年度：40％　令和3年度：42％　令和4年度：44％　令和5年度：45％)- 罹患者数(【実績値】9,655人　【目標値】平成30年度：9,700人　令和元年度：9,500人　令和2年度：9,300人　令和3年度：9,100人　令和4年度：8,900人　令和5年度：8,700人)-
225 250 270 300 320 350

2,5 既
存

ふれあい介護
健康教室 全て 男女

18
〜（

上
限
な
し）

加入者
全員 １ ケ 複数の健保での共同事業

として実施 エ -
実施継続
広報誌、ＨＰにて告知。
衛生担当責任者会議、保
健指導員会議・研修を通
じて案内。

実施継続
広報誌、ＨＰにて告知。
衛生担当責任者会議、保
健指導員会議・研修を通
じて案内。

実施継続
広報誌、ＨＰにて告知。
衛生担当責任者会議、保
健指導員会議・研修を通
じて案内。

実施継続
広報誌、ＨＰにて告知。
衛生担当責任者会議、保
健指導員会議・研修を通
じて案内。

実施継続
広報誌、ＨＰにて告知。
衛生担当責任者会議、保
健指導員会議・研修を通
じて案内。

実施継続
広報誌、ＨＰにて告知。
衛生担当責任者会議、保
健指導員会議・研修を通
じて案内。

健康教室を受講することで健康リテラシー
を増進させ疾病予防につなげる

４０代前半より糖尿病の医療費が
上昇し、５０代後半でピークを迎
える。
メンタルによる休業が発生してい
る

参加者(【実績値】10人　【目標値】平成30年度：15人　令和元年度：20人　令和2年度：25人　令和3年度：30人　令和4年度：40人　令和5年度：50人)- 介護教室参加の結果を数値化することは難しいため
(アウトカムは設定されていません)

3,960 4,000 4,500 5,000 5,500 6,000

5 既
存

禁煙治療プロ
グラム 全て 男女

20
〜
74

被保険
者 １ エ,ケ,シ

①禁煙外来を利用した貼
り薬によるプログラム
②オンライン禁煙プログ
ラム

ア,イ,ケ -

広報誌、ＨＰにて告知。
衛生担当責任者会議、保
健指導員会議・研修を通
じて案内し、参加呼びか
けをしてもらう。
禁煙外来プログラムは継
続。
オンラインプログラムは
新規実施

実施継続。
広報誌、ＨＰにて告知。
衛生担当責任者会議、保
健指導員会議・研修を通
じて案内し、参加呼びか
けをしてもらう。
禁煙外来プログラムは継
続。

実施継続。
広報誌、ＨＰにて告知。
衛生担当責任者会議、保
健指導員会議・研修を通
じて案内し、参加呼びか
けをしてもらう。
禁煙外来プログラムは継
続。

実施継続。
広報誌、ＨＰにて告知。
衛生担当責任者会議、保
健指導員会議・研修を通
じて案内し、参加呼びか
けをしてもらう。
禁煙外来プログラムは継
続。

実施継続。
広報誌、ＨＰにて告知。
衛生担当責任者会議、保
健指導員会議・研修を通
じて案内し、参加呼びか
けをしてもらう。
禁煙外来プログラムは継
続。

実施継続。
広報誌、ＨＰにて告知。
衛生担当責任者会議、保
健指導員会議・研修を通
じて案内し、参加呼びか
けをしてもらう。
禁煙外来プログラムは継
続。

禁煙達成者を増加させ、喫煙率を低下させ
ることで、医療費適正化を実現させる

喫煙率が全国平均と比較して非常
に高い。
高血圧性疾患の医療費は金額、件
数ともに第一位である。

オンラインプログラム参加数(【実績値】-　【目標値】平成30年度：50人　令和元年度：70人　令和2年度：90人　令和3年度：110人　令和4年度：130人　令和5年
度：150人)- 喫煙率(【実績値】41％　【目標値】平成30年度：42％　令和元年度：41％　令和2年度：40％　令和3年度：39％　令和4年度：38％　令和5年度：37％)-

禁煙治療プログラム（通院）参加者数(【実績値】67人　【目標値】平成30年度：50人　令和元年度：50人　令和2年度：50人　令和3年度：50人　令和4年度：50人
　令和5年度：50人)- -

100 120 150 180 210 250

3 既
存 無料歯科健診 全て 男女

18
〜
74

加入者
全員 １ ウ 全国約１，７００の歯科

医での無料健診 イ,ケ -
実施継続
広報誌、ＨＰにて告知。
衛生担当責任者会議、保
健指導員会議・研修を通
じて受診勧奨の要請。

実施継続
広報誌、ＨＰにて告知。
衛生担当責任者会議、保
健指導員会議・研修を通
じて受診勧奨の要請。

実施継続
広報誌、ＨＰにて告知。
衛生担当責任者会議、保
健指導員会議・研修を通
じて受診勧奨の要請。

実施継続
広報誌、ＨＰにて告知。
衛生担当責任者会議、保
健指導員会議・研修を通
じて受診勧奨の要請。

実施継続
広報誌、ＨＰにて告知。
衛生担当責任者会議、保
健指導員会議・研修を通
じて受診勧奨の要請。

実施継続
広報誌、ＨＰにて告知。
衛生担当責任者会議、保
健指導員会議・研修を通
じて受診勧奨の要請。

口腔内の健康を保つことで生活習慣病の発
症を抑制し、医療費適正化を実現する

喫煙率が全国平均と比較して非常
に高い。

受診者数(【実績値】77人　【目標値】平成30年度：80人　令和元年度：90人　令和2年度：100人　令和3年度：110人　令和4年度：130人　令和5年度：150人)- 当健保における第２期データヘルス計画は生活習慣病発症予防を主眼としており、歯周病との関連性が医学的にも証明されているが、非常に多岐にわたるため、アウトカムの設定は難しい
(アウトカムは設定されていません)

250 300 300 300 300 300

4 新
規

高血糖ハイリ
スク者への歯
科受診勧奨・
管理指導

全て 男女
20
〜
74

被保険
者 １ イ,ウ,ク,ケ

,シ

高血糖の服薬治療中で、
空腹時血糖200以上、また
はHbA1c8.0以上の者に対
して、歯科医への受診勧
奨ハガキを送付する。

ア,イ,キ,ケ 産業医および事業主、医
療専門職と連携して実施

高血糖ハイリスク者に対
し、歯科への受診勧奨通
知（ハガキ送付）の実施
。
広報誌、ＨＰにて告知。
衛生担当責任者会議、保
健指導員会議・研修を通
じて受診勧奨の要請。

高血糖ハイリスク者に対
し、歯科への受診勧奨通
知（ハガキ送付）の実施
。
広報誌、ＨＰにて告知。
衛生担当責任者会議、保
健指導員会議・研修を通
じて受診勧奨の要請。

高血糖ハイリスク者に対
し、歯科への受診勧奨通
知（ハガキ送付）の実施
。
広報誌、ＨＰにて告知。
衛生担当責任者会議、保
健指導員会議・研修を通
じて受診勧奨の要請。
状況により、実施方法の
見直しを検討する。

高血糖ハイリスク者に対
し、歯科への受診勧奨通
知（ハガキ送付）の実施
。
広報誌、ＨＰにて告知。
衛生担当責任者会議、保
健指導員会議・研修を通
じて受診勧奨の要請。
状況により、実施方法の
見直しを検討する。

高血糖ハイリスク者に対
し、歯科への受診勧奨通
知（ハガキ送付）の実施
。
広報誌、ＨＰにて告知。
衛生担当責任者会議、保
健指導員会議・研修を通
じて受診勧奨の要請。
状況により、実施方法の
見直しを検討する。

高血糖ハイリスク者に対
し、歯科への受診勧奨通
知（ハガキ送付）の実施
。
広報誌、ＨＰにて告知。
衛生担当責任者会議、保
健指導員会議・研修を通
じて受診勧奨の要請。
状況により、実施方法の
見直しを検討する。

歯科受診により口腔衛生と密接な関係のあ
る糖尿病悪化を防ぐ

４０代前半より糖尿病の医療費が
上昇し、５０代後半でピークを迎
える。
高血糖者の改善率が鈍化している

勧奨通知(【実績値】-　【目標値】平成30年度：100％　令和元年度：100％　令和2年度：100％　令和3年度：100％　令和4年度：100％　令和5年度：100％)- 受診率(【実績値】-　【目標値】平成30年度：50％　令和元年度：60％　令和2年度：70％　令和3年度：80％　令和4年度：90％　令和5年度：100％)-
5,510 5,500 5,700 5,800 5,900 6,000

3 新
規 集団歯科健診 全て 男女

18
〜
74

被保険
者 １ ウ,コ,シ 事業所集団検診 ア,イ,キ,コ -

新規事業
広報誌、ＨＰにて告知。
衛生担当責任者会議、保
健指導員会議・研修を通
じて案内し、実施しても
らう。
状況により、実施方法の
見直しを検討する。

広報誌、ＨＰにて告知。
衛生担当責任者会議、保
健指導員会議・研修を通
じて案内し、実施しても
らう。
状況により、実施方法の
見直しを検討する。

広報誌、ＨＰにて告知。
衛生担当責任者会議、保
健指導員会議・研修を通
じて案内し、実施しても
らう。
状況により、実施方法の
見直しを検討する。

広報誌、ＨＰにて告知。
衛生担当責任者会議、保
健指導員会議・研修を通
じて案内し、実施しても
らう。
状況により、実施方法の
見直しを検討する。

広報誌、ＨＰにて告知。
衛生担当責任者会議、保
健指導員会議・研修を通
じて案内し、実施しても
らう。
状況により、実施方法の
見直しを検討する。

広報誌、ＨＰにて告知。
衛生担当責任者会議、保
健指導員会議・研修を通
じて案内し、実施しても
らう。
状況により、実施方法の
見直しを検討する。

歯科健診を行うことで、齲蝕、歯周病を予
防し、ひいては生活習慣病を予防すること
で、医療費適正化を実現させる。

４０代前半より糖尿病の医療費が
上昇し、５０代後半でピークを迎
える。

受診者(【実績値】-　【目標値】平成30年度：5,510人　令和元年度：5,500人　令和2年度：5,700人　令和3年度：5,800人　令和4年度：5,900人　令和5年度：6,000
人)-

当健保における第２期データヘルス計画は生活習慣病発症予防を主眼としており、歯周病との関連性が医学的にも証明されているが、非常に多岐にわたるため、アウトカムの設定は難しい
(アウトカムは設定されていません)

- - - - - -
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目
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分類

新
規
既
存

事業名
対象者 注2)

実施
主体

注3)
プロセス

分類
実施方法

注4)
ストラク

チャー
分類

実施体制
予算額(千円)

事業目標 健康課題との関連実施計画
対象

事業所 性別 年
齢 対象者 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

アウトプット指標 アウトカム指標

45



2,5 新
規

退職者向けヘ
ルスリテラシ
ーの向上

全て 男女
60
〜
74

定年退
職予定

者
３ ス 退職手続時に健康冊子を

配布し、説明を行う ア,サ 事業主 冊子作成。
配布開始 継続実施 継続実施 冊子見直し検討 継続配布 継続配布 定年退職者を対象に、ヘルスリテラシー向

上による医療費削減を目標とする

年令が上昇することに伴い、一人
当たり医療費が増大する
４０代より新生物疾患の発症が高
くなる
医療費の高額化

配布実施率(【実績値】-　【目標値】平成30年度：30％　令和元年度：100％　令和2年度：100％　令和3年度：100％　令和4年度：100％　令和5年度：100％)- 数値化する評価基準がない
(アウトカムは設定されていません)

0 0 0 0 0 0

体
育
奨
励

5 既
存

スポーツクラ
ブ 全て 男女

18
〜
74

加入者
全員 １ ス ルネサンスと提携し、半

額で利用可能 ケ -
広報誌、ＨＰにて告知。
衛生担当責任者会議、保
健指導員会議・研修を通
じて案内し、利用を促進
してもらう。

広報誌、ＨＰにて告知。
衛生担当責任者会議、保
健指導員会議・研修を通
じて案内し、利用を促進
してもらう。
利用状況によって他クラ
ブとの提携も検討する。

広報誌、ＨＰにて告知。
衛生担当責任者会議、保
健指導員会議・研修を通
じて案内し、利用を促進
してもらう。
利用状況によって他クラ
ブとの提携も検討する。

広報誌、ＨＰにて告知。
衛生担当責任者会議、保
健指導員会議・研修を通
じて案内し、利用を促進
してもらう。
利用状況によって他クラ
ブとの提携も検討する。

広報誌、ＨＰにて告知。
衛生担当責任者会議、保
健指導員会議・研修を通
じて案内し、利用を促進
してもらう。
利用状況によって他クラ
ブとの提携も検討する。

広報誌、ＨＰにて告知。
衛生担当責任者会議、保
健指導員会議・研修を通
じて案内し、利用を促進
してもらう。
利用状況によって他クラ
ブとの提携も検討する。

運動習慣をつけることで、生活習慣病予防
を行い、医療費適正化を図る。

毎年新たに対象になる者が入って
くるため、特定保健指導対象者率
が下がらない
経年対象者が多数いるため、特定
保健指導対象者率が下がらない
肥満で高リスク者の割合が他健保
と比較して高い。

会員登録者数(【実績値】500人　【目標値】平成30年度：525人　令和元年度：550人　令和2年度：575人　令和3年度：600人　令和4年度：625人　令和5年度：65
0人)-

当該事業は体育奨励、健康増進策の一環として推進するも、具体的な指標設定が難しいため
(アウトカムは設定されていません)

117,800 - - - - -

直
営
保
養
所

8 既
存 保養所 全て 男女

0
〜（

上
限
な
し）

加入者
全員 １ ス 保養所：熱海（健光荘） ス -

広報誌、ＨＰにて告知。
衛生担当責任者会議、保
健指導員会議・研修を通
じて案内し、利用を促進
してもらう。

広報誌、ＨＰにて告知。
衛生担当責任者会議、保
健指導員会議・研修を通
じて案内し、利用を促進
してもらう。

広報誌、ＨＰにて告知。
衛生担当責任者会議、保
健指導員会議・研修を通
じて案内し、利用を促進
してもらう。

広報誌、ＨＰにて告知。
衛生担当責任者会議、保
健指導員会議・研修を通
じて案内し、利用を促進
してもらう。

広報誌、ＨＰにて告知。
衛生担当責任者会議、保
健指導員会議・研修を通
じて案内し、利用を促進
してもらう。

広報誌、ＨＰにて告知。
衛生担当責任者会議、保
健指導員会議・研修を通
じて案内し、利用を促進
してもらう。

保養所利用によるリフレッシュ効果でアブ
センティーズム、プレゼンティーズムに対
応する。

該当なし（これまでの経緯等で実
施する事業）

利用者数(【実績値】6,048人　【目標値】平成30年度：6,000人　令和元年度：6,000人　令和2年度：6,000人　令和3年度：6,000人　令和4年度：6,000人　令和5年
度：6,000人)-

保養を目的とした施設利用の結果を数値化することは難しいため
(アウトカムは設定されていません)

6,309 6,309 6,309 6,309 6,309 6,309

そ
の
他

2,7 既
存

後発医薬品の
使用促進 全て 男女

0
〜（

上
限
な
し）

加入者
全員 １ キ,ク,シ,ス

年３回（３月・７月・１
１月）通知書送付
効果が一定額以上となる
者に対して、事業主を通
じて通知書を配布

ス
対象者を健保にて抽出
配布は事業主を通じて
広報誌ＫＥＮＰＯだより
による案内も実施

３，０００通ｘ３回＝９
，０００通∕年
今後ＩＣＴ利用による通
知を検討

３，０００通ｘ３回＝９
，０００通∕年
今後ＩＣＴ利用による通
知を検討

３，０００通ｘ３回＝９
，０００通∕年
今後ＩＣＴ利用による通
知を検討

３，０００通ｘ３回＝９
，０００通∕年
今後ＩＣＴ利用による通
知を検討

３，０００通ｘ３回＝９
，０００通∕年
今後ＩＣＴ利用による通
知を検討

３，０００通ｘ３回＝９
，０００通∕年
今後ＩＣＴ利用による通
知を検討

後発医薬品の使用促進で、医療費総額を抑
制する

先発薬使用継続により医療費が下
がらない

発送数(【実績値】9,000件　【目標値】平成30年度：9,000件　令和元年度：9,000件　令和2年度：9,000件　令和3年度：9,000件　令和4年度：9,000件　令和5年度
：9,000件)- 利用率(【実績値】74.2％　【目標値】平成30年度：76％　令和元年度：78％　令和2年度：80％　令和3年度：81％　令和4年度：82％　令和5年度：83％)-

12,510 12,510 12,510 12,510 12,510 12,510

2 既
存

医療費情報の
提供 全て 男女

18
〜
74

被保険
者 １ シ,ス

一般の被保険者に対して
は毎月事業主を通じて、
任意継続被保険者に対し
ては年２回（２月・８月
）直接郵送にて、医療費
通知を送付

ア,ス 事業主を通じて配布

一般被保険者は毎月、任
意継続被保険者は年２回
の配布
５万通ｘ１２回＝６０万
通
５００通ｘ２回＝１千通
今後ＩＣＴ利用による通
知を検討

一般被保険者は毎月、任
意継続被保険者は年２回
の配布
５万通ｘ１２回＝６０万
通
５００通ｘ２回＝１千通
今後ＩＣＴ利用による通
知を検討

一般被保険者は毎月、任
意継続被保険者は年２回
の配布
５万通ｘ１２回＝６０万
通
５００通ｘ２回＝１千通
今後ＩＣＴ利用による通
知を検討

一般被保険者は毎月、任
意継続被保険者は年２回
の配布
５万通ｘ１２回＝６０万
通
５００通ｘ２回＝１千通
今後ＩＣＴ利用による通
知を検討

一般被保険者は毎月、任
意継続被保険者は年２回
の配布
５万通ｘ１２回＝６０万
通
５００通ｘ２回＝１千通
今後ＩＣＴ利用による通
知を検討

一般被保険者は毎月、任
意継続被保険者は年２回
の配布
５万通ｘ１２回＝６０万
通
５００通ｘ２回＝１千通
今後ＩＣＴ利用による通
知を検討

通知の１００％実施による医療費抑制 医療費の高額化

発送回数(【実績値】14回　【目標値】平成30年度：14回　令和元年度：14回　令和2年度：14回　令和3年度：14回　令和4年度：14回　令和5年度：14回)- 医療費抑制効果の測定が難しいため
(アウトカムは設定されていません)

注１) １．職場環境の整備  ２．加入者への意識づけ  ３．健康診査  ４．保健指導・受診勧奨  ５．健康教育  ６．健康相談  ７．後発医薬品の使用促進  ８．その他の事業
注２) １．健保組合  ２．事業主が主体で保健事業の一部としても活用  ３．健保組合と事業主との共同事業
注３) ア．加入者等へのインセンティブを付与  イ．受診状況の確認（要医療者・要精密検査者の医療機関受診状況）  ウ．受診状況の確認（がん検診・歯科健診の受診状況）  エ．ＩＣＴの活用（情報作成又は情報提供でのＩＣＴ活用など）  オ．専門職による対面での健診結果の説明  カ．他の保険者と共同で集計データを持ち寄って分析を実施

キ．定量的な効果検証の実施  ク．対象者の抽出（優先順位づけ、事業所の選定など）  ケ．参加の促進（選択制、事業主の協力、参加状況のモニタリング、環境整備）  コ．健診当日の面談実施・健診受診の動線活用  サ．保険者以外が実施したがん検診のデータを活用  シ．事業主と健康課題を共有  ス．その他
注４) ア．事業主との連携体制の構築  イ．産業医または産業保健師との連携体制の構築  ウ．専門職との連携体制の構築（産業医・産業保健師を除く）  エ．他の保険者との共同事業  オ．他の保険者との健診データの連携体制の構築  カ．自治体との連携体制の構築  キ．医療機関・健診機関との連携体制の構築  ク．保険者協議会との連携体制の構築

ケ．その他の団体との連携体制の構築  コ．就業時間内も実施可（事業主と合意）  サ．運営マニュアルの整備（業務フローの整理）  シ．人材確保・教育（ケースカンファレンス∕ライブラリーの設置）  ス．その他

予
算
科
目

注1)
事業
分類

新
規
既
存

事業名
対象者 注2)

実施
主体

注3)
プロセス

分類
実施方法

注4)
ストラク

チャー
分類

実施体制
予算額(千円)

事業目標 健康課題との関連実施計画
対象

事業所 性別 年
齢 対象者 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

アウトプット指標 アウトカム指標
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